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巻頭言
江戸時代の日本人の食生活は今と比べれば実に質

素なものであったが，しかしじっくりと見て内容分
析をしてみると，そこには数多くの知恵が詰まって
いて驚かされる。

例えば味噌というものの考え方と使い方を見てみ
ると，誠に理論と実用化がしっかりとしている。

味噌と一口にいっても，全国にはさまざまなタイ
プの味噌が存在し，代表的なのが，米味噌，麦味噌，
豆味噌である。

米味噌は大豆と米麹でつくった味噌で，麦味噌は
大豆と麦麹でつくった味噌，一方，純粋に大豆だけ
でつくられているのが豆味噌で，溜り味噌，赤味噌
ともいう。

豆味噌は，大豆100％だから，まさに肉そのもの
で（和牛のたんぱく質は約18％），たんぱく質は約
16％に達し，味噌の中でも抜群のスタミナ食品なの
である。豆味噌は，愛知県と岐阜県が特産で，昔こ
れらの地域は，三河・尾張・美濃・飛騨と呼ばれて
いた。戦国時代，「三河を制するものが日本を制する」
といわれ，実際に三河の徳川家康が天下を取ったの
はご存じであろうが，三河は日本で数少ない豆味噌
の産地なのである。家康は，武将を強くするために
豆味噌をつくったという逸話もあるほどで，豆味噌
がなければ，もしかすると日本の歴史は違ったもの
になっていたかもしれない。

いずれにしても，家康が豆味噌好きだったのは有
名で，戦地で兵隊たちが食べる食糧も，豆味噌をたっ
ぷりつけたおにぎりだったという。つまり米の飯

めし

に
味噌の肉を塗ったようなものだったから，これを食
べた兵隊たちはスタミナ満点だった筈だ。味噌は，
スタミナ食であると同時に，保存にも適していたの
で，戦地へ持参するにはもってこいの食品でもあっ
た。

味噌はたんぱく源としてすぐれているだけでな
く，必須アミノ酸やビタミンB群，カリウム，マグ
ネシウム，カルシウムの補給にも役立ち，また，大
豆に多いダイゼイン，サポニン，ビタミンEなどは，
体の老化を抑える抗酸化作用があることが証明され
ている。

中山道や奥羽街道の宿場では，朝食の定番が納豆
を入れた豆腐の味噌汁だったといわれている。旅人

たちは，その味噌汁をずずっ
とすすり，「よし，これで力
がついた。今日も行くぞ」と，
日の出とともに出立していっ
た。

豆腐も納豆も，味噌汁の味
噌も，すべて大豆でつくられ
ているから，大豆イコール肉と考えると，具も何も
いれない味噌汁は肉汁で，そこに大豆でつくった豆
腐と納豆を入れるのだから，肉汁に肉を入れて，ま
た肉を入れるようなもの。さらに油揚げを細かく
切って入れたら，もう肉の四点盛りといった状態で，
究極のスタミナ源となるのである。

ところで昨今，腸は免疫細胞を増やす要所である
ことがわかり，腸内フローラ（ビフィズス菌や乳酸
菌など）を整える大切さが言われている。その菌体
を増やし，そして整腸作用をさらに確実に行わせる
ためには，食事に於ける食物繊維の多食も勧められ
てきた。ところが，このことを江戸人はすでに体験
で知っていたのか，100％繊維でできている和紙ま
で料理して食べていたことがわかった。
「奉書紙を三日ほど水に漬

つけ

，成
なる

ほど能
よく

たたきつぶ
し，葛

くず

を合
あわせ

て味噌にてこね　能
よく

程
ほど

に切
きり

て味噌汁にて
煮る此

この

餅を食する者は　年中悪病を除く也」
これは明和元年（1764）の『料理珍味集』に記載

されている一節である。
奉書紙の原料は楮

こうぞ

の繊維だから，すでに日本人は
このころから，今日，重要視されている食物繊維（ダ
イエタリー・ファイバー）を意識的に摂り入れ，腸
管への刺激による便秘の防止や，腸内細菌のコント
ロールをしていたことが推察されるのである。便秘
の薬や整腸剤などのなかった時代の，まさに理にか
なった智恵である。

このような智恵の食の例は極く一部で，江戸の食
事のすべてには必ずや何らかの知恵が織り込められ
ているのである。魚の粗の食べ方，保存食・佃煮の
発明，民間薬として大根やとろろ芋の活用，干し椎
茸の栄養素の蓄積，食花料理，甘酒で栄養補給，漬
け物での整腸作用，粥

かゆ

や雑
ぞうすい

炊の勧めなど枚挙に遑
いとま

が
ない。世は正に飽食の時代。今こそ江戸人の食生活
を再認識するのも大切ではあるまいか。

江戸の食に学べ
食文化論者（東京農業大学名誉教授，農学博士）　小泉　武夫
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研 究 成 果

１．はじめに

近年，水田のフル活用，自給率の向上を目指して，
多収品種による飼料用米の生産が推進されています
が，飼料用米の生産拡大はこうした効果にとどまら
ず，担い手の面積規模拡大にも効果があることが当
研究所の研究からわかりました。

本研究成果は，平成28年度に政策統括官部局から
の要請により当研究所が実施した「飼料用米の生産
が地域農業構造に与える影響分析」から得られた知
見であり，以下，その成果をご紹介します。

２．飼料用米の生産状況と調査地

飼料用米の作付面積は，平成20年では1,410haで
したが，平成28年には91,169haまで増加しました。
飼料用米のうち，一般品種の作付面積は平成27年が
50,249ha，平成28年が51,936haなのに対して，多収
品種の作付面積は平成27年が29,517ha，平成28年が
39,233haであり，近年多収品種の作付面積が急増し
ています。

平成28年の飼料用米の作付面積を道府県別に見た
ものを第１図に示しています。栃木（10,402ha）が
最も多く，次いで茨城（7,840ha），青森（7,415ha）
の順となっています。

地域ブロック別に多収品種による作付けが多い県
を見ると，東北では青森，岩手，山形，関東・東山
では茨城，千葉，北陸では新潟，東海では岐阜，静
岡，三重，中国・四国では鳥取，島根，岡山，山口,

高知，九州では福岡，熊本，大分となります。多収
品種による作付けは地域的な偏りを伴いながら，急
増していると言えます。

このような地域ブロック等の地域性を踏まえ，多
収品種による飼料用米生産が多い市町村の中から，
担い手のタイプ（大規模個別経営，集落営農組織）
や土地利用が特徴的な地域（二毛作地域）を考慮し
て調査地を選定しました（第１表）。

３．飼料用米生産は大規模経営が中心

飼料用米の生産の多くは大規模個別経営や集落営
農組織が担っています。青森県A市では農業法人と
10ha以上農家が地域の飼料用米作付面積の約８割

多収品種の飼料用米生産による多様な効果
－飼料用米の生産が地域農業構造に与える影響分析から－

農業・農村領域　主任研究官　平林　光幸
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第１図　道府県別飼料用米作付面積（平成28年産）
注. 飼料用米の作付面積が100ha未満の府県は除いた．

第１表　調査地域の特徴

選定基準 調査地
飼料用米

（多収品種）
田の作付作物等

大規模個別
経営体が多
い地域

青森県
Ａ市

689ha
（504ha） 稲/麦/大豆

茨城県
Ｂ市

627ha
（475ha）

稲単作
（湿田地域：湖畔）

集落営農組
織が多い地
域

岐阜県
Ｃ町

468ha
（465ha）

稲/麦/大豆
（湿田地域：輪中）

島根県
Ｄ市

442ha
（442ha）

稲単作
（湿田地域：湖，海沿い）

二毛作が活
発な地域

大分県
Ｅ市

583ha
（551ha）

稲/大豆/WCS/裏麦
（湿田地域：海沿い）

資料：農林業センサス，各市町村提供資料等から作成．
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を占めています（第２図）。また，島根県D市では
集落営農組織（約４割）を含む認定農業者が約８割
を作付けしています。

飼料用米生産の多くを大規模経営が担っている理
由については，ヒアリング調査から以下の点が明ら
かとなりました。大規模な農家や法人経営では，経
営の安定を計画的に考えて，飼料用米を作付ける傾
向にあります。他方で，小規模農家は複数品種の作
付けに対応するのが難しいことや，多収品種の稲は
茎が太く，小規模農家の所有するコンバインでは取
り扱いづらいという課題もあります。さらに地域に
よっては，実需者側の要請からフレコンバッグで
の出荷となる場合も多く，そのために必要となる
フォークリフトを所有している小規模農家はほとん
どいないこともその理由の１つです。

４．飼料用米の生産による様々な効果

⑴　飼料用米を作付けることによって，追加投資等
をせずに経営面積の拡大が可能
飼料用米は，その用途から品質基準が緩やかで，

刈り遅れが大きな問題となることが少なく，その分，
収穫作業期間を延ばすことができます。大規模経営
が農地集積によって面積拡大を図ろうとする場合，
ある程度の面積であれば，稲作機械や施設等の追加
投資，従業員を雇用するなどの追加労働力を確保し
なくても経営面積の拡大を実現できます（例えば青
森県A市のある農家では，稲54haの収穫作業をコン
バイン１台で実施）。さらに収穫作業が遅れても立
毛乾燥が進み，収穫後の乾燥機の作業時間が短縮す
ることから，乾燥費の削減メリットもあります。
⑵　飼料用米の導入による集落農地の有効利用と，

集落営農組織の収益性の改善に寄与
集落営農組織の多くは，離農が進む中で，集落農

地の維持を目的に設立されています。しかし，稲以
外の作物の生産が難しい湿田が多い地域では，有効
な農地利用を実現できず，集落営農組織の設立が困
難でした。そうした中で，組織が飼料用米を導入す
ることで，集落内の水田をフル活用し，収益性の改
善を図ることができるようになります（岐阜県C町

では，不作付面積が81％減少し，水田利用率が向上
しました（第２表））。現地調査では飼料用米への支
援が始まったことで新たな組織が設立された事例を
いくつか確認できました。
⑶　飼料用米の生産が耕畜連携の進展と裏作麦の作

付体系の維持
北九州（大分県）は裏作麦が盛んであるとともに，

宮崎や鹿児島等の畜産が盛んな地域に近接しており，
WCS用稲を利用した耕畜連携が進んでいます。し
かし，WCS用稲の作付面積の急激な増加に対して，
収穫作業を担うコントラクター組織が十分に対応し
きれていません。そのため，WCS用稲の刈り遅れ
などが生じており，裏作麦の播種時期が大幅に遅れ，
収量・品質の低下につながることが懸念されていま
す。そうした中で，大規模経営はWCS用稲に代わ
る作物として，自ら収穫できる飼料用米を選択し，
耕畜連携の継続と推進に寄与しています。

５．おわりに

以上のように，多収品種による飼料用米の生産拡
大は，地域における大規模個別経営の円滑な面積拡
大や生産性の向上，集落営農組織の設立や経営発展
など，多様な効果を発揮していることがわかりまし
た。しかし，生産条件が厳しく担い手が乏しい中山
間地域では，多収品種による飼料用米の生産は難し
い状況にあります。こうした地域での生産拡大に向
けた方策については，今後の研究課題です。
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第２図　青森県A市における経営タイプ別面積（平成28年産）
資料：A市提供資料．

第２表　水田利用の変化（岐阜県C町）
（単位：ha，%）

平成21年 平成26年 増減面積 増減率

稲作付面積 1,455 1,601 146 10.0

うち飼料
目的稲 不明 325 － －

稲以外の作物
作付面積 577 550 △ 27 △ 4.7

不作付面積 347 64 △ 283 △ 81.6

資料：農林業センサス．
注．飼料目的稲の作付けは2015年センサスより把握を開始した．
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１．はじめに：「中所得国」インドネシア
の課題
２億5,500万人を超える人口と，豊富な資源を抱

えるインドネシアでは，近年，民主化や地方分権化
が本格化してきました。2014年には，史上初の「庶
民」出身のリーダーであるジョコ・ウィドド大統領
が就任しました。インドネシアの１人当たりGDP
は3,336USドルで「中所得国」（世界銀行による分類）
の地位にあります（2015年）。独立後のインドネシ
ア経済は石油などの輸出により成長し，1979年に「低
所得国」から「（下位）中所得国」に移行しましたが，
今日でも「高所得国」には移行していません。経済
成長率の低迷により「中所得国から高所得国への移
行」ができないでいる状況は「中所得国の罠」と呼
ばれ，ASEAN諸国の多くが陥っています。中所得
国の罠を避けて高所得国に移行するには，高付加価
値業種の製造業の振興，産業構造の高度化，イノベー
ションの持続による生産性の向上が必要です（末廣，
2014）。しかし近年，パーム油などのエステート作
物輸出にさらに依存するようになったインドネシア
にとって，高所得国への移行は，一層難しくなって
います。本稿は，インドネシアで進んでいる「商業
的農業の拡大」（エステート作物生産の拡大と，自
給向けであった食料作物の商品化という両方の意味
を含む）の現状を中心に紹介します。

２．インドネシアの農業と農産品貿易
インドネシアの農業部門は，コメ，トウモロコシ，

ダイズなどの「食料作物部門」と，輸出向け換金作
物であるパーム油，ゴム，コーヒー，ココアなどの「エ
ステート作物部門」に分けられます。前者の食料作
物は，主にジャワ島（首都ジャカルタのある人口稠
密な島）において小規模農家によって生産されるの
に対して，後者のエステート作物は，ジャワ島以外
の多数の島（「外島」）において大規模なプランテー
ションで生産されます。
「食料作物部門」に関し，1990年代後半のインド

ネシアは，主食のコメを大量に輸入していました。
2000年代以降，肥料・種子補助金，灌漑整備，低価
格米の配布などの保護政策が実施され，コメは増産
され，自給は再び達成されています。ただし，財政
負担，食料消費の変化（コメの１人当たり消費量の

低下）と小麦や肉類の輸入増大などが新たな課題と
なっています。ジャワ島では農地や農業従事者（と
くに若者）が減り，「就業多様化」による非農業活
動への従事が広まっています。

他方，「エステート作物部門」に含まれるパーム油，
ゴムなどの輸出は，一層拡大しています（第１図）。
2000年以降，減少傾向にある工業製品輸出の割合と
は対照的に，一次産品輸出の割合が増加しました。
その背景は，次のように国内要因・国外要因に分け
られます。

まず国内要因として，政策の変更があげられます。
植民地期からの，砂糖，ゴム，石油・天然ガスなど
の資源輸出依存から脱却するため，1990年代，スハ
ルト政権はジャワ島を中心に強力な工業化政策を実
施しました。2000年代の政治的民主化・地方分権化
が進むと，政府は農工間および地域間の経済格差を
是正するために，工業だけでなく農業の，またジャ
ワ島だけでなく外島の地域開発を後押ししました。
とくにジョコ・ウィドド大統領は，経済成長の恩恵
を多くの人に「分配」するため，農業関連補助金の
増大や外島のエステート作物開発を重要視してきま
した。

もうひとつは，国外要因としてのアジア域内貿易
の影響です。製造業分野で中国が圧倒的な国際競争
力を発揮する中，ASEAN諸国は，国際価格が上昇
した一次産品を輸出して，中国から安い工業品を輸

インドネシアにおける商業的農業の拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際領域　研究員　伊藤　紀子
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第１図　インドネシアの輸出金額の内訳の推移
資料： Badan Pusat Statistik Indonesia, Statistics of Indonesia, 

各年号．
注．「一次産品」には，食料品・生きた動物，原材料，飲料・タ

バコ，動植物性油脂（SITC分類0，1，2，4の項目）を含む．
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入するという分業体制を築いてきました。農産物貿
易においても，低価値の基礎的食料を輸入し，付加
価値の高い農産物を輸出する「新興農業国（New 
Agricultural Countries）化」が進んでおり，インド
ネシアは，小麦や，干ばつによりコメ在庫が不足す
るとコメを必要に応じて輸入し，パーム油や天然ゴ
ムなどを輸出するという戦略をとっています。

３．商業的農業の関連政策：パーム油を事例に
パーム油は，インドネシアの最も重要な輸出向け

エステート作物です。栽培地域は熱帯に集中してお
り，インドネシアとマレーシアの両国で世界総生産
量の約８割を占めます。パーム油の国際価格は2011
年をピークに急落しました（2015年単価は581USド
ル/トン）が，インドネシアの輸出量は増え，2015
年のパーム油の輸出金額（173億USドル）は世界１
位です（エステート作物輸出額の64％，農産品輸出
額の62%，総輸出額の11%）。主な輸出相手国はイ
ンド（574万トン），中国（363万トン）などで，国
内消費も増加しています。調理油，マーガリン，石
鹸，バイオディーゼルの原料など様々な用途に利用
されます。

パーム油のほぼ全量が，外島で生産されていま
す。ゴムやココアの農園が，収益性の高いパーム油
の農園へ転換されることが多くなっています。イ
ンドネシア政府は，1977年から「Nuclear Estate 
Smallholders（NES）」と呼ばれるプログラムを実
施してきました。国営農園や，多国籍企業などの民
間企業が開発した農地の一部を，地域住民やジャワ
島からの移民者などの小規模農家に分配し（１農家
当たり約２ha），資材提供や技術指導を行う一方，
小規模農家がパーム果実を企業に売却するという契
約栽培が実施されてきました（杉野・小林， 2015）。
近年，政府は農園開発のための借り入れに対する利
子補給も実施しています。広大な森林地帯を抱える
外島の地方政府も，プランテーション開発による経
済開発と雇用の創出のため，インフラ整備や投資の
優遇措置を打ち出しています。

ここでパーム油は，「パーム原油」（crude palm 
oil: CPO）と「精製パーム油」（refined palm oil）
とに大きく分けられます。政府は，パーム原油より
も加工度・価格が高い精製パーム油の輸出を促すと
いう「輸出品の高付加価値化」を推進してきました。
2011 年から精製パーム油など加工度の高い商品の
輸出関税の上限は25%から13%へ下がり，2015年か
らは，精製パーム油の輸出関税（30USドル/トン）
がパーム原油の輸出関税（50USドル/トン）よりも
低く設定されています。輸出関税の削減や，パーム
油精製工場への投資誘致策などの効果により，精製

パーム油などの高付加価値商品の輸出は，パーム原
油の輸出を上回るスピードで増加しています。また，
パーム油農園の開発が大企業と地域住民との間の土
地紛争や，環境問題を起こしてきたことを踏まえ，
2007年には企業の社会的責任（CSR）に関する法整
備がなされ，地元住民の権利や資源保全を重視する
取り組みを行う企業への認証制度の整備も進められ
ています。

他方，食料作物部門の高付加価値化に関して，政
府は2000年に「Go Organic 2010」と呼ばれる有機
農業振興の10カ年計画を構築し，2002年には有機農
産物の生産基準を設置しました。2011年時点では
約７万4,000haで有機農業が実施されており，コー
ヒー，野菜，コメなどが生産されています。ただし，
国内の認証に関する法整備は十分でなく，認証を受
けない農産物が有機農産物として流通するケースも
あります。ジャワ島では，国際有機認証を取得して
フェアトレードとして有機米を欧米へ輸出している
というコミュニティもあります。こうした農業高付
加価値化は，小規模農家に所得増加の機会をもたら
すことが期待されますが，生産コストを増加させた
り，認証基準を満たす高品質の農産物を供給できな
い農家を排除したりするという可能性も指摘されて
います。

４．おわりに
本稿は，インドネシアにおける商業的農業の拡大の

状況と背景を紹介しました。政府は，収益性の高い
パーム油の生産・輸出拡大のため，農園開発の支援
や，輸出税削減などを行ってきました。しかし急速な
商業的農業の拡大が地域住民との紛争や環境問題を
招いたり，一次産品輸出への依存が，国際価格の変
動による国際収支の悪化のリスクを高めたりしている
という側面もあります。社会や環境と調和したプラン
テーション開発や，国内での有機認証制度の整備な
ど，持続的な農業高付加価値化を推進するための政
策的枠組みの構築が必要とされています。また，長
期的に，インドネシアが高所得国へ移行するためには，
一次産品輸出に過度に依存する今日の経済構造の改
革が，重要になってくると考えられます。
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研究レビュー

１．田園回帰とは

田園回帰とは，過疎地域において都市部からの人
の移住・定住の動きが活発化している現象で（小田
切，2014），特に2000年代後半以降の都市住民の農
山村志向を指して使われることが多く，近年特に増
加しています（NHK他，2015）。田園回帰で見られ
る移住者は過疎地域に理想を持って移住していて，

「田舎暮らし」，「外部人材」，「地域サポート人」，「交
流」，「社会起業」，「継業」，「自己実現」，「地域おこ
し」などの，比較的ポジティブな意味合いを持つキー
ワードで移住が語られています。これまでの農村移
住の議論での，跡継ぎとして実家の農家を継いだり，
親の介護で地元にＵターンをしたりといった義務や
強制による移住や，リタイヤ後の定年帰農などと異
なる動機を持っています。

田園回帰による移住者は移住先で自ら生業を作
り，地域のコミュニティに溶け込み，コミュニティ
活動を支え，地域資源を発掘するといった地域の
活性化に結びつく活躍をすることも多く（筒井他，
2014），そのような移住者による地域の変化，移住
者を呼び込むための方法，移住者の移住目的別類型
化などの研究が行われています。

そこで以下では，田園回帰に関する既存の研究成
果を整理し，今後必要な研究の視点について述べま
す。田園回帰に結びつくような都市住民の二地域居
住や都市農村交流に関する研究もありますが，ここ
では取り上げません。

２．田園回帰に関する研究の視点と成果

小田切（2016）は，田園回帰を都市住民，農山村
への移住者，農山村の地域住民の３者の関係から，
①人口移動論的田園回帰，②地域づくり論的田園回
帰，③都市農村関係論的田園回帰の３つの視点を示
しました。

①の「人口移動論的田園回帰」では，都市住民の
中山間地域への移住意向を調べ，移住希望者が「リ
タイヤ」や「ニューライフ志向」といった目的を
持っていることを明らかにした井口他（1995），UI
ターンをした者を「創造環境追求型」，「若者農業専
心型」，「自然抱擁隠居型」，「サラリーマンマイホー

ム型」の４タイプに分け，それぞれのタイプが移住
にあたって直面する問題と，地方自治体の施策のミ
スマッチを指摘した住田他（2001），島根県などを
事例に，Iターン者のタイプ分けを田舎暮らし志向
型，農村起業型などに分類し，Iターン者による地
域社会へのインパクトを明らかにした農林水産政策
研究所（2005），広島県での事例から，地方自治体
のUJIターン支援施策とUJIターン数の関係を分析
し，移住体験施設の移住への有効性を示した鈴木他

（2011），長い年月をかけて作られた，地域による移
住者受け入れ体制と移住実績について調査した西村
他（2015），移住者が地域コミュニティに参加し受
け入れられた要因を分析した中西（2008）の研究な
どがあり，地方自治体の移住推進施策，受け入れ態
勢，移住希望者の類型や移住に必要とされる条件な
どといった視点で，移住が成功する要因が調べられ
ています。

②地域づくり論的田園回帰では，集落維持や農山
村資源の活用に移住者など外部人材の受入の有無
が大きな影響を及ぼすことを明らかにした藤井他

（2009），農村の経済活性化のために地域コミュニ
ティや自治体が移住者をどのように受け入れていけ
ばいいのかを述べた山田（2011），移住者による新
たななりわいづくりが，農山村の地域づくりとどの
ように結びついているのかを示した筒井他（2015），

「集落支援員」や「地域おこし協力隊」といった外
部からのサポート人材を活用した地域づくりが，ど
のようにうまくいっているのか，外部人材，受け入
れ側の地域，自治体の３つの主体の関係性を整理し
た図司（2013），地域づくりの状況次第で，地域お
こし協力隊などの外部人材の役割が変わり，全体の
中での位置づけが異なることを示した佐藤他（2013）
の研究などがあり，地域住民が地域づくりをする際
に外部人材を活用することの重要性や，それにより
どのように地域が変わったのかを調べたものが多い
です。

③都市農村関係論的田園回帰では，飯山市の都市
農村交流施設を中心とした都市農村交流の実態を明
らかにした小山他（2015），宮崎県諸塚村の山村集
落を事例に，都市からＵターンした者が，木材産地
ツアーなどを通じて都市住民との交流を深め，神楽

田園回帰に関する近年の研究動向
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や村民文化祭などにも広がりを持った都市農村交流
が展開されていることを示した佐藤（2005），都市
農村交流における受け入れ側の地元NPO法人の課
題を挙げた加藤（2009），農家の都市農村交流の意
向の強弱が，地域ブランドへの取組や道の駅での販
売実績をもつ地域などでより高いことを示した衣笠
他（2013）の研究などがあり，都市農村交流の実態
が調べられています。

３．既往研究から見る進捗と今後の視点

移住に関わる３者（都市住民，移住者，農山村の
地域住民）の活動目的や課題が様々に把握されてい
るので，課題を解決すればおのずと移住者が増え，
都市農村交流が盛んになるとも言えますが，例えば
移住者の移住場所の選択は，自身や家族の年齢，家
族構成，職業や自然環境など求めるライフスタイル，
両親との物理的距離などで変わってくるので，目的
に合致する地域を自分で探して地域に受け入れても
らうのは簡単ではありません。中間支援組織や移住
支援員といった，移住を仲介する者の実態について
今後研究が進められてもよいのではないでしょう
か。また，移住者が移住後に，年齢を重ねるにつれ
変わっていく状況（親の介護，子供の教育や自身の
リタイヤなど）に対し，どのように定住や永住をサ
ポートするのかという視点での研究や，移住後に他
出してしまった者の理由から移住者が定着しない地
域の抱える課題を探るような研究が存在しません。
田園回帰により変わりゆく農山村の姿は現在進行形
で，今後も継続的に実態の把握が必要です。
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 ビックデータ時代の到来やエビデンスベースの意
思決定が謳われ，統計学やデータリテラシーへの注
目が高まっています。本書は，ある意味では身近で
興味深い人事データの活用例から，具体的にどのよ
うな分析ができて，それを基にどう改善すればいい
か示しています。ビックデータに埋もれることなく，
確かな因果関係を導く「統計学的センスを身につけ
る」ための本といえるでしょう。

第１章では，人事データが日本の企業で活用され
ていないことを指摘し，世界一働きやすい企業とい
われるグーグルの人事施策を例に，データ活用の重
要性・必要性を説いています。第２章では，データ
を活用する際の基本的な分析ツールや留意点（疑似
相関や欠落変数バイアスなど）を，実例を通じて解
説しています。第３章から第８章では，データの散
布図やグラフから得られたファインディングスから，
その背景にあるメカニズムを経済学のモデルや概念
を援用して考察することで仮説を設定し，それを定
量的な分析により実証しています。最後に，第９章
で人事データ活用の今後について述べています。

本書の核となる第３章から第８章では，女性活用
支援，働き方改革，採用，管理職評価，離職，高齢
者雇用の６テーマを取り上げ，テクニカルノートも
交えて，目的に沿った手法を用いた分析事例を丁寧
に紹介しています。顕著な例が第３章であり，そこ
では女性の活躍推進を図るため，その障害となる要
因を定性的な分析から検討し，男女賃金格差，女性
の配置部署の偏重，業務内容や業績評価の男女差を
定量的に把握する方法をそれぞれ紹介しています。
加えて，定量分析に慣れた方でも陥りやすい，より
テクニカルな分析の落とし穴とその対処法も説明さ
れています。例えば，働き方改革としての研修の効
果分析（第４章）では，研修参加は外生的に与えら
れるのではなく内生的に決まる（対象当事者が選択
する）ことにより正しい因果関係の特定が困難にな
る内生性の問題，採用施策の分析（第５章）では，
入社した人だけを対象とする場合に入社できなかっ

た人の情報を見落とすサ
ンプルセレクションの問
題，中間管理職の貢献度
評価（第７章）では，観
察できない能力の影響の
問題に触れています。ま
た，賃金曲線を用いた概
念的な分析も行われており，優秀な社員の定着率上
昇を図る上で離職の決定メカニズム（第６章），超
高齢社会に向け定年延長を採用した際の望ましい給
与体系（第８章）について議論がなされ，回帰分析
や人件費のシミュレーションも用いられています。

この他，本書のキーワードとして「統計的センス
を身につける」が挙げられます。「気づきをエビデ
ンスに変える力」と説明がなされていますが，次の
ように例えられると思います。緊張している人に対
して「肩に力が入っている。リラックスして。」と
いう指摘をよく耳にしますが，人体の動きを理解し
た上でのプレーを重視するイチロー選手の感覚で
は，本当のポイントは肩ではなく膝に力が入ってい
ることにあるそうです。このイチロー選手の感覚が

「気づき」です。「肩に力が入っている」という目に
見えたファクトから，「人体の動き」というモデル
を援用してその背景にあるメカニズムを考察し，「本
当のポイントは肩ではなく膝に力が入っていること
にある」という目には見えにくい部分への「気づき」
と解釈できると思います。深い「問題意識」を持っ
て，直感ではない理論に導かれた「気づき」を，確
かな分析によって強固なエビデンスに変える「統計
的センス」が研究者には問われてくるのでしょう。

本書では「問題意識がなければ，人事データは活
用できない」と述べられており，研究者の心得に通
ずるものがあります。個票を用いた丁寧な実証分析
から見習うべき点は多く，データ活用に関心がある
方にお薦めさせていただきたいです。きっと，あな
たの「セレンディピティ（予想外の発見）」を明る
く照らしてくれることでしょう。

『日本の人事を科学する
　：因果推論に基づくデータ活用』
大湾　秀雄　著

食料・環境領域　研究員　菊島　良介

『日本の人事を科学する
　： 因果推論に基づくデータ

活用』
著者／大湾秀雄
出版年／2017年
発行所／日本経済新聞出版社
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　「研究活動一覧」は，当所研究員の研究活動と研究内容
や関心分野を，読者の皆様に提供することを目的として
います。研究内容の詳細につきましては，直接担当研究
員までお問い合わせください。

① 研究論文および雑誌記事等
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吉田行郷 生きづらさを抱えた人達と「なりわい」として
の農業 コトノネ No.22 2017年5月

吉田行郷 農作業をすると人はなぜ再生されるのか コトノネ No.23 2017年8月

吉井邦恒 EUの農業リスク管理プログラムの方向 月刊NOSAI 第69巻
第8号 2017年8月
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福田竜一 広域地域組織の論点－地域運営組織に関す
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吉田行郷 国内産大麦の需要の変化と需要拡大に向け
て 栃木県もち麦研究会 2017年9月4日

吉田行郷 国内産麦の需要の変化と需要拡大に向けた
新たな動きについて～九州産麦を中心に～
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